































































































































































































































































































































































































































































































































































































１７ ４０．５％ ３５ ４０．３％ ４０．０％ 
８６ ９６．２％ ８０．０％ ３８ ９０．５％ 1２８ 
９．５％ ３．８％ ２０．０％ 
６０．０％ ２７ ６５．９％ ６５ ９５ ７２．５％ 
２７．５％ ４０．０％ 1４ ３４．１％ ２０ ３６ 
８４．６％ ７８ ８８．４％ ６０．０％ １１４ 
４０．０％ １５．４％ 11.6％ 
６２．５％ ６７ ７３．３％ ８０．０％ ９６ 

































































































３６．０％ １０ ４１．７％ 
７．９％ ８．３％ 
３１ ２７．２％ ２０．８％ 
０．０％ 







































































































































































































































































































































蕊３１ 36.0％ 1０ １１．６％ 
８６１００．０％ 総数
％）において実施割合が高かった。これは、前括．
した『大学就職部／キャリアセンター調査』（労
働政策研究・研修機構,2006）におけるキャリア
支援の諸活動と同様の結果である。また、こうし
た活動の始まりは、Ⅲ－１「図表4」にあるように、
1990年代初頭の私立大学において見ることがで
き、２００３年頃より急速に拡大していることが認、
識された。また、国公立大学においても、私立大
学から遅れること約10年経った2001年度より、
V・おわりに
以下､本研究によって新たに得られた知見を整
理しておく。
キャリアセンターにおけるビア・サポート活動
は、Ⅲ‐１「図表３」にあるように、２００８年度に
は､全体の36.8％の大学で取り組まれていること
が明らかとされた。また、設置主体別に見たとこ
ろ、国公立大学(26.6％）よりも、私立大学(41.2
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えても、より継続した研究の必要性を認める。一
方、研修の実施比率が最も高かったのは、Ⅲ－３
｢図表８」にあるように「一般公募」となってお
り、傾聴の仕方に関する内容が最も多かった。こ
れは、キャリアセンターが応募者の資質を事前に
把握することが難しいため､相談者として就職活
動生の話を積極的に聴き、不安感や焦燥感、疑問
等に対処していかなければならずくそのための基
本的スキル、あるいは援助者としての役割を担う
ことが求められていると認識させるためであろう。
サポーターの活動については、Ⅲ－３「図表９」
にあるように､全体の77.5％が半年未満となって
いた。その一方で、半年以上の長期に渡って活動
する大学は、私立大学(19.4％)よりも国公立大学
(33.3％)において、その割合が高い結果となって
いた。ここには、後学期の終了が国公立大学より
も私立大学の方が早いこととの関係が推察され
る。また、活動頻度としては、週１回が最も高
かった。加えて、サポーターに対する報酬につい
ては､全体の61.1％が無償(交通費程度の補助は
含む）となっていた。
キャリアセンターが期待する業務内容とサポー
ターの活動内容については、Ⅲ－６「図表１５」に
あるように、エントリーシートや応募書類の添
削、模擬面接といった実践的指導・支援よりも、
身近な経験者として相談（話し）相手を望む声が
高かった。加えて、Ⅲ－３「図表１６」にあるよう
に、設置主体から見ていくと、私立大学よりも国
公立大学において、多様な活動が期待されてお
り、サポーター自身もそれに応える形で幅広く活
動している様子が認識された。一方、募集方法か
ら活動内容を見ていくと、一般公募において、最
も活発に活動している様子が認識された。
こうしたキャリアセンターにおけるビア・サ
ポート活動は、募集段階で人材を厳選しているも
のの（全体の73.3％)、担当業務を定めているも
のは、その半数程度となっていた。とりわけ、人
材を選別している割合は、国公立大学（62.0％）
よりも私立大学（76.4％）において高い結果と
なっていた。これらを白井（2010）のマネジメ
同様の取り組みが始まっていた。
こうした活動が、キャリアセンターに普及し定
着した背景として、バブル経済崩壊後の就職難に
加え、１９９６年の就職協定廃止とそれに伴う就職
活動の早期化が考えられる。『大学生のキャリア
展望と就職活動に関する実態調査』（労働政策研
究・研修機構,2006）によれば、内定出しのピー
クは４月から６月頃となっており、初めての説明
会参加から内定獲得までの平均期間は４．２ケ月と
されている。そのため、奇しくも就職活動を終え
た４年生が、秋以降にスタートする後輩の就職活
動支援を可能にしたと言えるだろう。加えて、就
職活動を始めた者にとっては、ｗｅｂの登録に始
まって、企業研究や自己分析の仕方など、不慣れ
な作業に戸惑いと不安を感じている時期でもあ
る。それは、本研究においても、ビア・サポート
活動の代表的な導入理由として、「４年生の実体
験を３年生に伝えることに効果があると考えたた
め」（96.6％)、「身近な経験者として、相談（話
し）相手になってもらうため」（93.1％）といっ
た項目が上位に挙げられていることからもうかが
い知れろ。
サポーターの募集方法については、Ⅲ－３「図表
7」にあるように、全体の６４６％が個別依頼と
なっており､混合募集まで含めたその割合は９３．８
％にも及んでいた。特に、私立大学では個別依頼
の割合が高く、就職活動生の話し相手として適任
者が選出されているものと推察された。そのた
め､依頼した学生に対する選考は殆ど行われてお
らず、研修の実施割合も低い結果となっていた。
これらの結果は、キャリアセンターがビア・サ
ポート活動を依頼学生の資質に大きく依存してお
り、先行研究で指摘されているような研修の必要
性をあまり認識していないことが推察される。本
研究では、研修を実施していない要因について、
十分な言及は出来ない。しかし、ビア・サポート
活動を実践していくにあたり、Ｃｏｗｉｅ＆Sharp
(1996)がトレーニングの必要性を指摘しており、
中出（2002）はサポーターの自己効力感を高め
る研修プログラの必要性を述べていることから考
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大学のキャリアセンターにおける就職支援を目的としたビア・サポート活動
ントモデルに照らし合わせると、最も割合が高
かったものは「完全管理モデル」（341％）となっ
ており、全体的に人材を管理する傾向にあること
が認識された。その一方で､全体の25.9％の大学
では、マネジメントモデルに変化が生じている可
能性が示唆された。加えて、その要因としては、
ビア・サポート活動の進展やサポーター内におけ
る話し合い等が挙げられており、能力面や意識面
に変化が生じた結果であると認識されていた。
ビア・サポート活動の課題としては、以下に挙
げる６つに集約することが出来た。すなわち、「管
理・運営｣、「募集｣、「学内認知・利用度｣、「キャ
リアセンター｣、「報酬｣、「その他」である。課題
の約半数は、「管理・運営」（36.0％）および「募
集」（16.3％）が占めている。これは、比較的早
期から取り組んでいる大学においても、未だに課
題として認識されている。その理由としては、就
職支援を目的としたビア・サポート活動が１年ご
との完結型となっており、事業内容が必ずしも継
承されていないことが挙げられる。また、Ⅲ－７
に示したように、キャリアセンターとしてもサ
ポーターの担当業務は､彼らの意向を酌んで定め
たいとする考えが多い。ここには、キャリアセン
ターがサポーターに対して、就職活動の経験を活
かして欲しいことに加え、この活動を通した彼ら
自身の成長にも繋げて欲しいとの想いがあると言
えるだろう。そのため、キャリアセンターとし
て、サポーターの運営管理は流動的にならざろを
得ず、例年、課題として認識されているものと考
える。
一方、同活動において、問題が認識されていな
い大学の割合は、実施全体の１０．５％となってい
た。本研究では、ビア・サポート活動が円滑に行
なわれている要因について言及することは出来な
いが、それでも課題を整理したことは解決策の糸
口にも繋がり得るものと考える。
以上は、未だ限られた調査結果にあるため、あ
くまでも知見の整理である。今後の課題として
は、ビア・サポート活動における課題を解決する
ための方策を探求し、就職支援としての効果を明
らかにするため、検証を継続していくことであ
る。就職未決定者や迷っている学生の支援とし
て、堀（2006）が擬似的ソーシャルネットワー
クづくりの有効性を指摘していることから考えて
も､その必要性は少なからずあると言えるだろう。
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